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１ 業務目的 

  本業務は、「勤労身体障害者のスポーツの普及振興を図り、もって勤労意欲の高揚と福祉の向上に

資する」という岩手県勤労身体障がい者体育館の設置目的を、効果的かつ効率的に達成することが

できるよう、管理計画に基づき適正に管理することを目的とします。 

 

２ 管理運営の基本事項 

 ⑴ 関係法令及び条例の規定を遵守すること。  

 ⑵ 公の施設であることを常に念頭において、施設の利用に関し公平性を確保すること。 

 ⑶ 利用者の意見を管理運営に反映させ、利用者の満足度を高めていくこと。 

 ⑷ 管理計画書、収支計画書に基づき適正かつ効率的運営を行うこと。 

 ⑸ 施設設備及び備品の維持管理を適切に行うこと。 

 ⑹ 効率的な施設の管理運営を行い、経費の節減に努めること。 

 ⑺ ごみの削減、省エネルギー、CO2 削減等、環境に配慮した運営を行うこと。 

 ⑻ 業務に関連して取得した利用者等の個人に関する情報を適切に取り扱うこと。 

 ⑼ 近隣住民や関係機関との良好な関係を維持すること。 

 ⑽ 地域経済・地域雇用・地域振興に配慮すること。 

 

３ 開館時間 

  現行の開館時間は、９時から 21 時までとなっていますが、指定管理者の提案により変更するこ

とも可能です。 

 

４ 休館日 

  現行の休館日は、毎週火曜日及び 12 月 29 日から翌年１月３日までとなっていますが、サービス

向上の観点から指定管理者の提案により変更することも可能です。 

 

５ 法令の遵守 

地方自治法その他の関係法令、公の施設に係る指定管理者の指定の手続き等に関する条例、勤労

身体障がい者体育館条例、情報公開条例、個人情報保護条例及び県が締結する契約に関する条例の

他、岩手県と指定管理者が締結する協定書、仕様書等を遵守することとします。 

 

 

６ 指定管理者が行う業務の範囲 

  指定管理者が行う業務の範囲は次のとおりです。 

１ 施設等の運営に関する業務 

(1) 施設及び設備等の使用許可等に関する業務 

ア 年間利用調整及び年間利用計画の管理 

イ 予約の受付 



 

 

ウ 使用許可申請書の受理、使用許可(減免)の決定、許可書等の通知等 

エ 使用許可の取消し等の決定 

(2) 利用料金の設定、収納業務等 

ア 利用料金の設定、利用者への周知 

イ 利用料金の徴収 

ウ 経理事務 

(3) 施設の利用に係る相談等に関する業務 

ア 窓口対応、館内案内 

イ 各種問合せへの対応 

ウ 要望や苦情、トラブルへの対応 

エ 施設利用者への対応、打ち合わせ 

(4) 利用者への体育指導 

ア 身障スポーツ教室の指導 

イ 各種クラブ指導 

ウ アーチェリー等の介添 

エ 個人指導者の指導 

オ 競技審判等その他のスポーツ指導 

(5) 防災・事件・事故に関する業務 

ア 防火管理者の配置 

イ 消防計画の作成 

ウ 消防訓練の実施 

エ 防火対象物定期点検報告（防火セイフティマークの表示） 

  オ 利用者の金品の盗難、紛争等の事件への対応 

  カ 人身事故への対応 

 キ 防災・事件・事故に関する岩手県（以下「県」という。）への報告 

(6) 施設の利用促進に関する業務 

ア パンフレットやチラシ等による情報提供(施設の概要、利用方法等) 

イ 関係機関との連携による誘致活動 

ウ 利用促進を図るため利用状況の把握 

 

２ 施設等の管理に関する業務 

(1) 施設等の管理及び修繕に関する業務 

ア 施設及び設備の維持管理、修繕 

イ 建築基準法第 12 条に基づく定期点検業務 

 (ｱ) 建築基準法第 12 条第２項の規定に基づく建築物定期点検業務は、３年以内ごとに行うもの。 

 (ｲ) 建築基準法第 12 条第４項の規定に基づく建築物設備定期点検業務は、１年以内ごとに行う

もの。 

ウ 駐車場の管理 

エ 消防用設備保守点検 

    消火器、誘導灯及び誘導標識、自動火災報知設備の保守点検 

  オ 備品の維持管理業務 

カ 館内外の巡回点検 

 



 

 

(2) 施設等の清掃及び警備並びに植木の管理に関する業務 

ア 清掃業務 

日常清掃 毎日(日曜日、休館日を除く) 箒・モップ等による掃き拭き掃除、玄関の
ガラス・手摺・流し台・鏡・共用灰皿・駐
車場等の掃除、ゴミの搬出 

定期清掃 月１回 機器による床面洗浄、床ワックス 

年１回以上 アリーナワックス、貯水槽清掃 

除草作業 年４回  

イ 警備業務 

    機械警備 

    開館日 21 時～８時 30 分 

    休館日 終日 

ウ 除雪業務（都度） 

エ 植木管理業務（通年） 

オ 除草（草刈）等業務（通年） 

(3) 電気、暖房設備操作、保守点検及び管理業務 

ア 電気設備保守点検 

一般用電気工作物(年１回) 

【設備の概要】 

 低圧電力電気料金 契約容量 11kW 

 （ボイラー等動力関係、貯水槽、注水ポンプ） 

 従量電灯Ｃ 契約容量 26kVA 

 （低圧電力以外） 

イ ボイラー保守点検(試運転・調整年１回、定期点検年１回) 

【設備の概要】 

暖房温水ボイラー  昭和鉄工 SK－2504XA  １基 

暖房循環ポンプ  川本製作所 P－655－0.15 １台 

 (4) その他の業務 

ア 広報業務 

利用促進等の宣伝活動 

イ 施設等の管理運営に関する調査、研修及び資料収集に関する業務 

① 類似公共施設の情報収集 

② 統計基礎資料の作成 

ウ 事業計画書、事業報告書等の作成業務 

① 毎年度開始前、業務の実施計画等を記載した事業計画書、予算の作成及び従事者名簿作成

業務 

② 管理運営の状況について、県が指定した報告書類の作成 

エ 岩手県等関係機関との連絡調整業務 

① 県への定期的な報告書類の提出 

② 予算要求に必要な資料提供 

③ 緊急事態等における県や関係機関への通報及び連絡 

オ 指定管理期間前及び指定管理終了に当たっての引継ぎ業務 

    管理運営を円滑に行うための業務の引継ぎ 

カ 緊急時対策、防犯・防災対策マニュアルの作成及び職員指導業務 



 

 

① あらゆる緊急事態、非常事態、不測の事態に対応するためのマニュアル作成 

② 職員に対するマニュアルの周知徹底、災害時の対応についての随時訓練の実施 

キ 施設の管理運営全般のマニュアル作成業務 

① 窓口受付業務、設備操作等のマニュアルの作成 

② 職員に対するマニュアルの周知徹底 

ク 職員に対しての運営管理に必要な研修業務 

管理運営に関する定期的な研修の実施 

   ケ その他の運営管理に必要な業務 

    国民の休日等、国旗の掲揚が必要な日における国旗の掲揚 

 

７ 使用許可 

(1) 使用許可の基準 

   施設の使用は、使用許可申請の許可により可能となりますが、次の各号の一に該当する場合は、

許可してはいけません。 

   ア 公の秩序又は善良の風俗に反するおそれがあるとき 

   イ 施設又は設備を汚損し、損傷し、又は亡失するおそれがあるとき 

   ウ その他施設の管理上適当でないと認めるとき 

(2) 使用許可手続 

使用許可の手続きは、指定管理者が行います。使用申請許可に係る申請については、身体障が

い者等は使用予定の３か月前から６日前まで、それ以外の者は使用予定の１か月前から６日前ま

での受付とします。 

また、日曜日は原則身体障がい者等のみの利用とします。ただし、当該日曜日が属する週の前

週の月曜日までに、身体障がい者等の使用予約がない場合や、公益事業として開催されるイベン

トであって、県が実施を認める場合はこの限りではありません。 

なお、施設内で行う物品等の販売等の営利活動については、イベント等で行う一時的なものに

限るので留意願います。 

 (3) 公共的な目的の利用許可 

   次のような公共的な目的のための施設の利用については、積極的に協力することとし、その際

の利用料金は、行政財産使用料条例第３条の規定を準用し、全額免除とします。 

ア 国政及び地方選挙における投票所として使用するとき 

イ 予防接種会場として使用するとき 

ウ その他公共的な目的のため使用するとき 

 (4) 行政財産の目的外使用許可等 

   行政財産の目的外使用部分の使用許可及び光熱水費の徴収については県が行います。 

 

８ サービスの向上 

  施設を清潔に保つとともに、利用者に対するサービスの向上を図り、利用者の増加に努めること 

 とします。また、各種トラブル、苦情等には、迅速かつ適切に対応することとし、定期的に県に報 

 告するものとします。 

 



 

 

９ 利用料金 

 ⑴ 利用料金制 

   施設等の使用料については、地方自治法第2 4 4条の２第８項の規定に基づく「利用料金制」を 

  採用しますので、指定管理者の収入として収受できます。 

 ⑵ 利用料金の設定 

   利用料金については、勤労身体障がい者体育館条例の使用料の額を上限として設定してくださ

い。指定管理者は利用料金の設定に当たっては、利用率の向上、サービスの向上に配慮するよう

にしてください。 

   ただし、実際の利用料金については条例で定め、指定管理者があらかじめ知事の承認を得て定

めることになります。 

 ⑶ 利用料金の減免 

   利用料金については、一定の基準で減免をしているものがあります。これまで利用料金を減免 

していた基準は、指定管理者においても同様の取り扱いをしていただきます。 

 

10 リスクの負担と保険の加入 

 ⑴ リスク負担 

   県と指定管理者の間におけるリスク負担は次のとおりです。 

   なお、必要な事項については、協定で定めることとします。 

段 階 リスクが生ずる原因 リスク負担 

種類 内容 県 指定管理者 

共 通 法令等の変更 指定管理者が行う管理運営業務に及ぼす法令等の変更
※１ 

協議事項 

第三者賠償 本業務における公害、生活環境阻害等  ○ 

物価変動 指定後のインフレ・デフレ  ○ 

金利変動 金利変動  ○ 

不可抗力 自然災害等による業務の変更、中止、延期 協議事項 

申請段階 申請コスト 申請費用の負担  ○ 

資金調達 必要な資金の確保  ○ 

運営段階 施設競合 施設競合による利用者減、収入減  ○ 

需要変動 当初の需要見込みと異なる状況  ○ 

運営費の膨張 県以外の要因による運営費の膨張  ○ 

施設・設備の
損傷 

管理上の瑕疵による施設・機器等の損傷  ○ 

上記以外による施設・機器等の損傷※² ○  

債務不履行 施設管理者(県)の協定内容の不履行 ○  

指定管理者による業務及び協定内容の不履行  ○ 

損害賠償 管理上の瑕疵による事故及びこれに伴う利用者への損
害 

 ○ 

施設、機器の不備による事故及びこれに伴う利用者へ
の損害 

協議事項 

運営リスク 管理上の瑕疵による臨時休館等に伴う運営リスク  ○ 

施設、機器の不備や火災等の事故、施設設置者(県)が
行う施設設備の改修工事及び感染症対策による臨時休
館等に伴う運営リスク 

協議事項 

 ※１ 施設の改修や設備の更新が必要な場合については、県との協議事項とします。 

 ※２ １件当たりの 100 万円を超える修繕については、県との協議事項とします。 

 



 

 

 ⑵ 保険の加入 

   指定管理者においては、「スポーツファシリティーズ保険」に加入し、下記の条件以上の保険に

加入してください。 

対人賠償 対物賠償 

１事故あたり支払限度額 １名あたり支払限度額 １事故あたりの支払限度額 

1 億 5 千万円以上 3,000 万円以上 500 万円以上 

 

 

11 職員配置 

管理運営業務を実施するため、必要な有資格者等、適正な職員を配置することとします。 

 ⑴ 身体障がい者の体育指導について専門的知識及び経験を有する者を配置すること。 

 ⑵ 施設案内及び各種スポーツ用具等設備の操作及び説明ができる職員を常時１名以上配置するこ

ととします。 

 ⑶ 各種業務における責任体制を確立することとします。 

 ⑷ 職員の勤務体制は、施設の管理運営に支障がないように配慮するとともに、利用者の要望に応

えられるものとします。 

 ⑸ 職員の資質を高めるため、研修を実施するとともに施設の管理運営に必要な知識と技術の習得

に努めることとします。 

 

12 危機管理対策 

 ⑴ 自然災害、人為災害、事故等あらゆる緊急事態、非常事態、不測の事態には、遅滞なく適切な

措置を講じた上、県をはじめ関係機関に通報することとします。 

 ⑵ 予防対策として、対応マニュアルを作成し、災害時の対応については随時訓練を行うなど、危

機管理体制を構築することとします。 

   また、消防署等から指摘があった場合は、直ちに改善措置を講じるものとします。 

 

13 環境保全 

施設の管理運営にあたっては、電気等の効率的利用、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進等環

境への配慮を行うものとします。 

 

14 情報管理 

 ⑴ 情報公開 

   施設の管理運営に当たっては、管理運営に係る情報の公開に関し必要な措置を講じることとし 

ます。 

 ⑵ 管理運営を通じて取得した情報の取扱い 

   指定管理者又はその管理運営する公の施設の業務に従事している者は、個人情報の適切な管理  

のため必要な措置を講じるとともに、当面施設の管理運営に関し知り得た秘密を他に漏らし、又

は自己の利益のために利用してはなりません。また、指定管理者の指定の期間が満了し、若しく

は指定を取り消され、又は従事者の職務を退いた後においても同様とします。 



 

 

 

15 業務の再委託 

指定管理者は、清掃や設備の保守点検等個々具体的な業務を県と協議のうえ第三者に委託するこ

とは差し支えありませんが、本事業の全部を第三者に委託し、又は請け負わせることはできません。 

 

16 指定管理料 

 ⑴ 指定管理料算定の考え方 

  ア 県民へ提供するサービスの質が低下することがないよう、指定管理者に対して一定の指定管

理料を支払うこととします。 

  イ 県が支払う指定管理料の積算に当たっては、過去４か年の管理運営費及び利用料金を提示し

ますので(「岩手県営スポーツ施設指定管理者募集施設の概要」を参照。)、その額を参考に申

請様式の「様式第３号 収支計画書」における各年度の指定管理料の上限額以内となるよう設

定願います。 

  ウ 指定管理料は指定管理者の収支計画に基づき算定した一定額を予算の範囲内で支払うものと 

し、指定管理者の経営努力が収益に反映されるよう、経費の節減（利用者へのサービス低下に

つながらないよう留意すること。）や利用率の向上などによる収支計画を上回る収支差額を生

じた場合でも、利用料金の減免分、修繕費など精算を行うものを除き指定管理料の額を減額し

ないものとします。 

 ⑵ 指定管理料の精算 

   指定管理料については、次の経費を除き、県は精算しないものとします。 

  ア 利用料金減免及び身体障がい者等の利用に係る無料分 

    利用料金の減免及び身体障害者等の利用にかかる無料分については、額を示して指定管理料

に盛り込むものであること。実績が下回った場合はその差額を返納し、上回る場合は県と事前

に協議するものであること。 

  イ 修繕費 

    県は、年間の修繕費の額を示して指定管理料に盛り込みます。実績が下回った場合はその差

額を返納し、上回る場合は県と事前に協議することとします。 

  ウ 行政財産の目的外使用許可分の光熱水費 

県は、年間の行政財産目的外使用許可部分にかかる光熱水費の額を示して指定管理料に盛り

込みますので、指定管理者において県に代わり一括して電力会社等に支払いをしていただきま

す。ただし、実績が下回った場合にはその差額を返納し、上回る場合は県と事前に協議するこ

ととします。 

  エ 備品購入費 

    県は、年間の備品購入費の額を示して指定管理料に盛り込みます。実績が下回った場合はそ

の差額を返納し、上回る場合は県と事前に協議することとします。 

 ⑶ 指定管理料の支払い 

   会計年度（４月１日から翌年３月 31 日）ごとに指定管理者の請求に基づき、支払います。また、

管理計画に基づき県が必要であると認める場合には、１回につき一月分を限度として概算払いを

することがあります。 

 

 



 

 

 

17 指定管理者に対する監督・監査 

 ⑴ 県は、指定管理者が管理する施設の適正な運営を期すため、指定管理者に対して、当該業務内

容又は経理の状況に関して報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をすることができます。 

 ⑵ 県は、指定管理者が県の指示に従わない場合や、指定管理者の経営状況が著しく悪化している

等、施設の適正な管理に著しい支障が生じる恐れがある場合は、指定を取り消し、又は期間を定

めて業務の全部又は一部の停止を命ずることができます。 

 ⑶ 県又は監査委員が必要と認めるときは、指定管理者が行う管理運営業務に係る事務について、

監査を行うこととします。 

 

18 原状回復義務等 

 ⑴ 指定管理者は、施設又は設備の変更をしようとするときは、あらかじめ県と協議することとし

ます。また、当該指定管理者の指定の期間が満了したとき、又は指定を取り消されたときは、県

の指示することにより、その管理を行わなくなった施設又は設備を原状に回復しなければなりま

せん。 

 ⑵ 指定管理者は、施設、設備、資料又は美術品を汚損し、損傷し、又は亡失したときは、県の指

示するところにより原状に回復し、又は損害を賠償しなければなりません。 

 

19 物品の帰属 

指定管理者が委託料又は利用料金の収入で購入した物品のうち、次のものは県の所有となります。 

ただし、これにより難い場合には、あらかじめ指定管理者は県の承認を得なければなりません。 

(1) 消耗品 

消耗品は、現に使用中の消耗品については県に引き継ぐこととするが、それ以外の物は、指定

管理者の所有物とすること。 

(2) 備品 

備品は、原則として県の所有物とする。このため、指定管理者の所有備品として購入する物は、

あらかじめ県と協議の上、購入するものであること。 

 

20 事業報告書等 

   指定管理者は、毎年度終了後、業務の実施状況、利用状況、経理の状況等を記載した事業報告 

  書を提出するほか、管理運営の状況について、県が指定した方法により定期的に報告することと 

  します。 

 

21 帳簿書類等の保存年限 

指定管理者として作成した帳簿書類は、その帳簿閉鎖の時より５年間保存するものとします。 

なお、県に対しての保存年限は５年間ですが、各種法令により帳簿書類等の保存年限は異なり、

５年以上の場合もありますので、ご留意願います。 

 



 

 

22 その他 

 ⑴ 生涯スポーツ推進事業について 

   県民を対象とした各種スポーツ教室や講習会等の生涯スポーツ推進事業について、県が各県営

スポーツ施設を活用して実施するので、施設の利用調整等に配慮願います。なお、施設管理者が

行う（民間事業者との共催を含む）自主的な事業については次の事項を遵守するものとします。 

ア 指定管理者は施設の設置目的を果たすために、施設利用許可基準の範囲内で指定管理者の創

意工夫で事業を行うことができます。 

イ 事業は、別途締結する基本協定書に定める岩手県勤労身体障がい者体育館管理計画書に基づ

き行うこととします。なお、管理計画に変更がある場合は、あらかじめ県と協議を行うことと

します。 

    自主事業を行う場合の施設等の利用に係る利用料金は、指定管理者が負担することとします。 

  なお、指定管理者が自主事業を行う場合の施設の利用については、利用者の施設利用に影響

がないよう配慮していただきます。 

 ⑵ 引継ぎについて 

   指定管理者の指定は、議会において、指定管理者の指定が議決された後となります。指定後、

速やかに現在の委託先との業務引継ぎに入っていただきます。 

   なお、業務引継ぎに要した費用は、それぞれの団体の負担とします。 

⑶ その他 

   議会の議決を経るまでの間に指定管理者に指定することが著しく不適当と認められる事情が生

じたときは、指定管理者に指定しないことがあります。 

   なお、議会の議決が得られなかった場合及び否決された場合においても、管理運営の準備のた

めに支出した費用については、一切補償しません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         


